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１．はじめに 

平成 16 年３月 18 日付けで申請（平成 17 年６月３日及び平成 18 年２月 17

日付けで一部補正）のあった電源開発株式会社大間原子力発電所の原子炉設

置許可申請書について、平成 18 年 10 月 24 日及び平成 19 年３月 28 日付けで

本文及び添付書類の一部補正があった。 

 

２．補正内容 

主な補正内容は次のとおりである。また、主な補正内容の補正前後比較表

を別紙に示す。 

 

(1) 指針改訂に伴う変更 

1) 本文に係る変更（本文五） 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平成 18年９月 19日、

原子力安全委員会決定）に基づき、耐震設計に係る記載を変更した。 

2) 添付書類に関わる変更(添付書類六、添付書類八、添付書類十) 

本文と同様に、地盤、地震、地震随伴事象、耐震設計等に係る記載を

変更した。 

主な変更内容を以下に示す。 

① 敷地周辺及び近傍の活断層について、変動地形学的な調査等に基づき、

後期更新世以降の活動性を否定できないものを耐震設計上考慮。 

② 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動について、敷地周辺の活断

層の性質及び地震の発生状況から地震発生様式ごとに検討用地震を

選定し、これらについて不確かさを考慮のうえ応答スペクトルによる

手法及び断層モデルによる手法により地震動を評価し、水平方向及び

鉛直方向の基準地震動Ｓs－１Ｈ及びＳs－１Ｖを策定。 

③ 震源を特定せず策定する地震動として、水平方向及び鉛直方向の基準

地震動Ｓs－２Ｈ及びＳs－２Ｖを策定。 

④ 基準地震動Ｓsの年超過確率を参照。 

⑤ 上記により策定された基準地震動を用いた、原子炉施設設置地盤の安

定性を評価。 

⑥ 地震随伴事象として、施設周辺斜面及び津波について安全性を評価。 

⑦ 弾性設計用地震動Ｓdを、基準地震動Ｓsに係数 0.67 を乗じて設定。 

⑧ 耐震設計上の重要度分類について、従来のＡs クラス及びＡクラスを

Ｓクラスに統合し、従来の４分類から３分類（Ｓクラス、Ｂクラス及

びＣクラス）に変更。 

 

(2) 火山に関する記載の充実（添付書類六、添付書類八） 

敷地周辺の火山について，活動時期，噴出物の分布等に係る検討を行い、
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原子炉施設の安全性への影響評価を記載した。 

 

(3) 着工年月等の変更(本文六、添付書類一) 

最新の計画に基づき、着工年月等を変更した。 

 

(4) 各種データ類の更新、記載の適正化(添付書類六、添付書類七、添付書類八) 

地震年報等の参考文献の更新、地形図等の更新を行った。また、表現の見

直し等を行った。 
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(1)指針改訂に伴う変更 

1) 耐震設計に係る記載を変更 

（本文 五 原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 

  

 

ロ 原子炉施設の一般構造 

(ｲ) 耐震構造 

 本原子炉施設は，次の方針に基づき耐震設計を行い，「発電用原子炉

施設に関する耐震設計審査指針」に適合するように設計する。 

(1) 建物・構築物は，原則として剛構造とする。 

(2) 原子炉建屋等の重要な建物・構築物は，原則として岩盤に支持させる。 

(3) 原子炉施設の耐震設計上の重要度を，地震により発生する可能性のあ

る放射線による環境への影響の観点からＡクラス，Ｂクラス及びＣクラ

スに分類し，それぞれ耐震設計上の重要度に応じた地震力に対して設計

を行う。 

(4) Ａクラスの施設は，敷地の解放基盤表面において定められる基準地震

動Ｓ１（最大速度振幅が28.1ｃｍ/ｓの設計用模擬地震動で表される。）に

基づいて動的解析から求められる地震力に対して耐えるように設計す

る。 

 

ロ 原子炉施設の一般構造 

(ｲ) 耐震構造 

 本原子炉施設は，次の方針に基づき耐震設計を行い，「発電用原子炉

施設に関する耐震設計審査指針」に適合するように設計する。 

(1) 建物・構築物は，原則として剛構造とする。 

(2) 原子炉建屋等の重要な建物・構築物は，原則として岩盤に支持させる。 

(3) 原子炉施設の耐震設計上の重要度を，地震により発生する可能性のあ

る放射線による環境への影響の観点からＳクラス，Ｂクラス及びＣクラ

スに分類し，それぞれ耐震設計上の重要度に応じた地震力に対して設計

を行う。 

(4) Ｓクラスの施設は，敷地の解放基盤表面において定められる基準地震

動Ｓｓによる地震力に対して安全機能が保持できるように設計する。ま

た，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大き

い方の地震力に対して耐えるように設計する。 

別 紙 
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（本文 五 原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 

  

 

さらに，原子炉格納容器，原子炉停止装置等のＡクラスの一部の施設

を限定してＡsクラスの施設と呼称し，これらの施設については，敷地の

解放基盤表面において定められる基準地震動Ｓ２（最大速度振幅

が 51.0ｃｍ/ｓの設計用模擬地震動で表される。）に基づいて動的解析か

ら求められる地震力に対してその安全機能が保持できるように設計す

る。 

 

なお，基準地震動Ｓｓは，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動及

び震源を特定せず策定する地震動について，敷地における解放基盤表面

における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定する。また，

弾性設計用地震動Ｓｄは，工学的判断から求められる係数を基準地震動

Ｓｓに乗じて設定する。 
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(1)指針改訂に伴う変更 

 2)① 敷地周辺･近傍の耐震設計上考慮する活断層に係る変更 

 （添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 

 

 

 
 活断層について、従来の評価からの変更はない。 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)① 敷地周辺･近傍の耐震設計上考慮する活断層に係る変更 

 （添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(1)指針改訂に伴う変更 

 2)② 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の検討に係る検討用地震を選定 

 （添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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 (1)指針改訂に伴う変更 

2)② 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動である基準地震動Ｓs－１Ｈ（水平動）を策定 

 （添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)② 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動である基準地震動Ｓs－１Ｖ（鉛直動）を策定 

 （添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)③ 震源を特定せず策定する地震動である基準地震動Ｓs－２Ｈ（水平動）を策定 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
 

 

 

 

 

Ｓ２－Ｎ直下地震

に一部加筆 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)③ 震源を特定せず策定する地震動である基準地震動Ｓs－２Ｖ（鉛直動）を策定 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)②,③ 基準地震動Ｓsの設計用模擬地震波を策定 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)④ 基準地震動Ｓs－１Ｈ（水平動）の年超過確率を記載。 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)④ 基準地震動Ｓs－１Ｖ（鉛直動）の年超過確率を記載。 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)④ 基準地震動Ｓs－２Ｈ（水平動）の年超過確率を記載。 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
 
 

 

 

 



 14

(1)指針改訂に伴う変更 

2)④ 基準地震動Ｓs－２Ｖ（鉛直動）の年超過確率を記載。 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)⑥ 地震随伴事象として津波の安全性評価を記載 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 

  

 

4. 水  理 

4.2.3 津  波 

（中略） 
･･･数値シミュレーションによる津波の予測手法(41)～(54)に基づき，敷

地における津波の水位変動について検討した。その結果，敷地におけ

る最高水位は，日本海東縁部に波源を設定したケースで，朔望平均満

潮位を考慮するとＴ.Ｐ.＋4.4ｍ程度であり，最低水位は，チリ沖に波

源を設定したケースで，朔望平均干潮位を考慮するとＴ.Ｐ.－3.8ｍ程度

である。 

(3)  津波に対する安全性 

津波による水位上昇に対して，原子炉施設はＴ.Ｐ.＋12.0ｍの敷地

に設置することから，津波による被害を受けるおそれはない。 

また，津波により水位が低下した場合でも，原子炉補機冷却系に必

要な取水が確保できる設計とする。 

なお，原子炉補機冷却系の海水ポンプ等は建屋内に設置し，これら

のポンプが貫通する床には，水圧に十分耐えることのできるように

シールを施し，建屋内への海水の漏出を防止する。 

以上のことから，原子炉施設の安全性が津波によって影響を受ける

ことはない。 

 

6. 地震随伴事象 

6.2 津  波 

（中略） 
･･･数値シミュレーション

による津波の予測手法に基づき，敷地における津波の水位変動について

検討した(39)～(59)。その結果，敷地における最高水位は，日本海東縁部に

波源を設定したケースで，朔望平均満潮位を考慮するとＴ.Ｐ.＋4.4ｍ

程度であり，最低水位は，チリ沖に波源を設定したケースで，朔望平均

干潮位を考慮するとＴ.Ｐ.－3.8ｍ程度である。なお，これらの想定津

波による水位変動は，過去の津波のうち最大となる1960年チリ地震津

波のケースの水位変動を上回ること等を確認した。 

6.2.3 津波に対する安全性 

津波による水位上昇に対して，原子炉施設はＴ.Ｐ.＋12.0ｍの敷地に

設置することから，津波による被害を受けるおそれはない。原子炉補機

冷却系の海水ポンプ等はタービン建屋内に設置し，ポンプが貫通する床

とポンプの間には，水圧に十分耐えることのできるようにシールを施し，

建屋内への海水の漏出を防止する。 

また，津波により水位が低下した場合でも，原子炉補機冷却系に必要

な取水が確保できる設計とする。 

なお，津波により砂が移動した場合の影響について検討(60)～(63)し，原

子炉補機冷却系の取水に支障が生じないことを確認している。 

以上のことから，原子炉施設の安全性が津波によって影響を受けるこ

とはない。 

津波水位について、従来の評価からの変更はない。 
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(1)指針改訂に伴う変更 

2)⑦ 弾性設計用地震動Ｓdを策定 

（添付書類八） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 

  

 

1.4 耐震設計 

 

1.4 耐震設計 

1.4.3 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄ 

基準地震動Ｓｓは，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び

「震源を特定せず策定する地震動」について，解放基盤表面における水平

方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定し，基準地震動Ｓｓの年超

過確率は，10-4～10-5程度となる。 

また，上記の基準地震動Ｓｓに係数0.67を乗じて弾性設計用地震動Ｓｄ

を設定する。 

ここで，係数0.67は，原子炉施設の安全機能限界と弾性限界に対する入

力荷重の比率に係る知見等を踏まえ，工学的判断から設定したものである。

この場合，Ｓｄの年超過確率は10-3～10-4程度となる。 
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 (1)指針改訂に伴う変更 

2)⑧ 耐震設計上の重要度分類を３分類に変更 

（添付書類八） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 

  

 

1.4 耐震設計 

1.4.2 耐震設計上の重要度分類 

原子炉施設の耐震設計上の施設別重要度を，次のように分類する。 

(1) Ａクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直接関係し

ており，その機能喪失により放射性物質を外部に放散する可能性のある

もの及びこれらの事態を防止するために必要なもの並びにこれら事故発

生の際に，外部に放散される放射性物質による影響を低減させるために

必要なものであって，その影響，効果の大きいもの。 
さらに，Ａクラスの施設のうち特に重要な施設は，限定してＡＳクラ

スの施設と呼称する。 

(2) Ｂクラスの施設 

上記において，影響，効果が比較的小さいもの。 

(3) Ｃクラスの施設 

Ａクラス，Ｂクラス以外であって，一般産業施設と同等の安全性を保

持すればよいもの。 

上記に基づくクラス別施設を第1.4－1表に示す。 

なお，同表には当該施設を支持する構造物の支持機能が維持されること

を確認する地震動及び相互影響を考慮すべき設備に適用する地震動につい

ても併記する。 

 

1.4 耐震設計 

1.4.2 耐震設計上の重要度分類 

原子炉施設の耐震設計上の施設別重要度を，次のように分類する。 

(1) Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直接関係し

ており，その機能そう失により放射性物質を外部に放散する可能性のあ

るもの，及びこれらの事態を防止するために必要なもの，並びにこれら

の事故発生の際に外部に放散される放射性物質による影響を低減させる

ために必要なものであって，その影響の大きいもの。 
(2) Ｂクラスの施設 

上記において，影響が比較的小さいもの。 
(3) Ｃクラスの施設 

Ｓクラス，Ｂクラス以外であって，一般産業施設と同等の安全性を保

持すればよいもの。 
上記に基づく耐震クラス別施設を第1.4－1表に示す。 

なお，同表には当該施設を支持する構造物の支持機能が維持されること

を確認する地震動及び相互影響を考慮すべき設備に適用する地震動につい

ても併記する。 
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 (2)火山に関する記載の充実 

敷地周辺の火山に対する原子炉施設の安全評価を記載 

（添付書類六） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 
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(3)着工年月等の変更 

最新の計画に基づき着工年月等を変更 

（本文 六 工事計画） 

補正前（平成 18 年２月） 補正後（平成 18 年 10 月または平成 19 年 3 月一部補正） 

 
 
 

年 度 平成１１ １２ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４

月 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7
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項 目

参 考

・サプレッションプール水サージタンクは，発電所運転開始６年後までに設置する。

・原子炉建屋原子炉区域内使用済燃料貯蔵プール（貯蔵能力全炉心燃料の約440％相当分）のうち，約280％相当分は発電所運転開始までに，残りの約160％相当分は発電所

  運転開始５年後までに設置する。

・燃料補助建屋及び同建屋内使用済燃料貯蔵プール（貯蔵能力全炉心燃料の約260％相当分）は，発電所運転開始10年後までに設置する。

・焼却炉建屋，雑固体廃棄物焼却設備及び固化装置については，発電所運転開始５年後までに設置する。
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原子炉建屋，
タービン建屋等

復水器冷却施設

「原子炉建屋，タービン建屋等」には，コントロール建屋，廃棄物処理建屋及びサービス建屋を含む。
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事

項 目

参 考

・サプレッションプール水サージタンクは，発電所運転開始６年後までに設置する。

・原子炉建屋原子炉区域内使用済燃料貯蔵プール（貯蔵能力全炉心燃料の約440％相当分）のうち，約280％相当分は発電所運転開始までに，残りの約160％相当分は発電所

  運転開始５年後までに設置する。

・燃料補助建屋及び同建屋内使用済燃料貯蔵プール（貯蔵能力全炉心燃料の約260％相当分）は，発電所運転開始10年後までに設置する。

・焼却炉建屋，雑固体廃棄物焼却設備及び固化装置については，発電所運転開始５年後までに設置する。
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